
農業競争力強化プログラムの進捗状況と今後の対応方向

１

資料１

１ 昨年11月に決定した「農業競争力強化プログラム」を踏まえて、８本の法案を今国会に提出

• 農業競争力強化支援法案（生産資材価格の引下げ、流通・加工構造の改革）

• 生乳改革法案

• 土地改良法改正法案（農地集積バンクが借りている土地については、土地所有者の負担なしに土地改良

事業を行える）

• 収入保険法案

など

２ 農業競争力強化支援法案の成立を踏まえて、

(1) 生産資材・流通に関する業界の業界再編を推進

(2) 生産資材・流通に関する各種法制度（農薬取締法・卸売市場法など）の見直しを推進

○ 特に、卸売市場法については抜本的に見直し

• 流通が多様化していること

• 卸売市場以外の流通には法規制がないこと

• 卸売市場のみが厳しい規制の下でシェアを低下させていること等

(3) 生産資材・流通の業界再編には、全農の資材の買い方・農産物の売り方の見直しも重要であることから、

全農の自己改革案の実行状況をフォローアップ（具体的なスキーム、役職員の意識改革、外部人材の活用、

スリムな組織）

３ 生乳改革法案、その他の法案についても、法案成立後、着実に改革を推進



プログラムの主な記載事項 これまでの主な進捗状況と今後の対応方向

【生産資材】
○ 生産資材価格の引下げと農業及び生産資材関連産業の国際競争
力の強化を目指す

○ 生産資材業界の業界再編の推進
○ 生産資材に関する法規制の見直し
○ 国の責務、業界再編に向けた推進手法等を明記した法整備を推進
○ 生産資材の購入先について価格等を比較・選択できる環境の整備

【流通・加工】
○ 効率的・機能的な流通・加工構造を目指す
○ 農業者・団体から実需者・消費者に農産物を直接販売するルートの
拡大を推進

○ 中間流通（卸売市場関係業者、米卸業者など）について、抜本的な
合理化を推進し、事業者の業種転換等を支援

○ 特に、卸売市場については、経済社会情勢の変化を踏まえて、卸売
市場法を抜本的に見直し、合理的理由のなくなっている規制は廃止
する

○ 量販店などについて、適正な価格での販売を実現するため、業界再
編を推進

○ 国の責務、業界再編に向けた推進手法等を明記した法整備を推進
○ 農産物の販売先について手数料等を比較・選択できる環境の整備

【全農の生産資材の買い方・農産物の売り方の見直し】
○ 全農は、真に農業者の立場に立って、共同購入のメリットを最大化
する組織に転換する

○ 全農は、安定的な取引先の確保を通じた委託販売から買取販売
への転換に取り組む

○ 左記の事項を実現するため、
・ 農業競争力強化支援法案
・ 農業機械化促進法廃止法案
・ 主要農作物種子法廃止法案
を今国会に提出・成立

○ 法の施行を踏まえて
・ 生産資材、流通・加工業界の事業再編・参入の促進等、構造改革に
向けた施策を推進
・ 資材・流通に関する各種法制度（農薬取締法や卸売市場法等）やそ
の運用の総点検・見直しを行う。
特に卸売市場法については、経済社会情勢の変化を踏まえ、抜本
的な見直しの検討を進める（参考１）

○ 民間のノウハウを活用した、農業者が生産資材の価格等や農産物
の取引条件等を比較選択できる環境の整備（「見える化」）等を実施

○ 平成29年３月、全農は、「農業競争力強化プログラム」を踏まえて、

農業生産資材の価格引下げや農産物の有利販売に向けて、数値目
標を含めた年次計画を公表（参考２）

○ 農業者のための全農改革が着実に進むよう、適切にフォローアップ
を実施（参考３）

１．生産資材価格の引下げ
２．流通・加工の構造改革

法案成立

２



○ 農業者が営農しながら経営能力の向上に取り組むために、各県に
「農業経営塾」を整備

○ 法人雇用を含めた就農等を支援

○ 外国人技能実習制度とは別の外国人材活用スキームの検討

○ 平成29年度には20県程度で農業経営塾の開講を予定。その他の
都道府県においても開講準備を促進

○ 平成29年度予算も活用し、農業経営の法人化、農業法人への雇用
就農等を促進

○ 国家戦略特区における一定水準以上の技能等を有する外国人材の
受け入れを可能とする法案を今国会に提出。引き続き外国人材受入
れの在り方に関する検討状況に留意しつつ、外国人材の活用による
人材力の強化策について検討を進める

○ 平成31年の１兆円目標に向けて、昨年５月の「農林水産業の輸出力
強化戦略」を具体化

○ JAS法に基づく制度のあり方を見直し、生産行程や生産・流通管理
の方法等といった多様な規格の制定、国際的に通用する認証や表示
により、海外事業者への訴求に向けて戦略的にJASを活用する。

○ 日本版ＳＯＰＥＸＡの創設（農業者の所得向上に繋がるブランディン
グ・プロモーション、輸出サポート体制）

○ 「農林水産業の輸出力強化戦略」を着実に実行。あわせて、「農林
水産物輸出インフラ整備プログラム」に基づく、輸出拡大のための施
策をハード面（輸出対応施設の整備等）とソフト面（情報発信や手続
簡素化）の両面から推進

○ 改正ＪＡＳ法案を今国会に提出。今後、戦略的なJAS規格の制定・活
用と国際規格化に取り組む

○ 日本食品海外プロモーションセンター（ＪＦＯＯＤＯ：センター長は小林
栄三伊藤忠商事会長）を４月１日に創設。日本産品のプロモーション、
ブランディング戦略の立案実行等を通じた事業者支援を実施

３．人材力の強化

４．戦略的輸出体制の整備

法案提出

法案提出

３



○ 全ての加工食品について、重量割合上位１位の原材料について、国
別の重量順に表示することを基本として、実行可能性を考慮したルー
ルを設定

○ 全ての加工食品を対象に原料原産地表示を導入する食品表示基準
の改正案を本年３月に消費者庁から消費者委員会に諮問。消費者委
員会から消費者庁への答申を経て、本年夏を目途に消費者庁におい
て食品表示基準を改正する予定（経過措置期間を措置）

○ チェックオフを要望する業界において推進母体・スキーム・同意要件
を定め、一定以上の賛同で法制化に着手

○ 養豚業界において、チェックオフ導入に向けた推進母体が本年３月
に設立

○ 青色申告を行い、適切な経営管理を行っている農業経営者の農業
収入全体に着目したセーフティネットを導入

○ 併せて、現行の農業共済制度を見直し、米麦の共済制度の強制加
入を任意加入に変更

○ 農業災害補償法改正法案を今国会に提出

○ 法案成立後、平成31年産からの実施を目指し、システム整備や制
度の周知普及を行う

○ 農地の集積・集約化を進めるため、農地集積バンクが借りている農
地のほ場整備事業について、農地所有者等の費用負担をなくし、事
業実施への同意を不要とする。

○ 土地改良法改正法案を今国会に提出・成立

○ 農地中間管理機構との情報共有を強化し、改正土地改良法も活用
して、担い手への農地集積・集約化を一層推進

６．チェックオフ（生産者から拠出金を徴収、販売促進等に活用）の導入

７．収入保険制度の導入

８．土地改良制度の見直し

法案成立

法案提出

５．原料原産地表示の導入

４



○ 農村に就業の場を確保するため、工業等に限定せず、サービス業
等についても導入を推進

○ 農工法改正法案を今国会に提出

○ 今後、農村地域での就業機会の創出・所得の確保を図る

○ 多収品種の導入等による生産コスト低減、耕種農家・畜産農家の連
携による畜産物の高付加価値化を図る取組等を推進

○ 「飼料用米生産コスト低減マニュアル」等を活用した多収を実現する
低コスト栽培技術の普及や平成29年度予算による飼料用米を活用し
た畜産物のブランド化を推進

○ 肉用牛・牛乳乳製品の安定供給を確保するため、繁殖雌牛の増頭、
乳用後継牛の確保、生産性の向上、自給飼料の増産等を推進

○ 配合飼料価格安定制度の安定的な運営

○ 平成28年度補正予算・平成29年度予算で所要の予算を計上

○ 今後、肉用牛・酪農の生産基盤の強化を効率的に推進

○ 生産者が自由に出荷先を選べる制度に改革
○ 指定団体以外にも補給金を交付
○ 全量委託だけでなく、部分委託の場合にも補給金を交付

○ 畜産経営安定法改正法案を今国会に提出

○ 法案成立後、生乳改革を着実に推進

10.飼料用米の推進

13.生乳の改革

11.肉用牛・酪農の生産基盤強化
12.配合飼料価格安定制度の安定運営

法案提出

９．農村の就業構造の改善

法案提出

５



食料産業局（参考１）卸売市場法の抜本的な見直しを含めた流通全体の構造改革

 食品流通においては、インターネット通販、産地直売等の増加等により、流通の多様化が進展。
 食品流通については、基本的に規制はなく、卸売市場にのみ様々な規制が課されている状況。
 この結果、卸売市場のシェアは低下しつつあることから、今後、消費者のニーズに応じつつ、生産者の所得向上
に繋がるよう、卸売市場法の抜本見直しや、生産者と流通業者・製造業者との連携による付加価値向上など
流通全体の構造改革を推進。

中央卸売市場の主な規制の現状

○売買取引の方法（せり売、
入札又は相対）

○第三者販売（仲卸業者、
売買参加者以外への販売）
の原則禁止

○商物の一致（当該市場内
以外での生鮮食料品等の
卸売の禁止）

○受託拒否の禁止

○代金決済の確保
資料:矢野経済研究所「食品宅配市場の展望と戦略」、日本チェーンストア協会「チェーンストア

販売統計」、日本フランチャイズチェーン協会「コンビニエンスストア統計」、日本通信販売協

会「通信販売企業実態調査報告書」、農林水産省「６次産業化総合調査」※2014は推計値

◇食品の業態別市場規模

流通の多様化が進んでいる中、
特に通信販売の伸びが顕著

卸売市場のシェアは、青果、水産で
ピーク時に比べて2/3程度に低下

資料：農林水産省｢食料需給表｣、「青果物卸売市場調査報告」等により推計
注： 卸売市場経由率は、国内で流通した加工品を含む国産及び輸入の青果、水

産物等のうち、 卸売市場（水産物についてはいわゆる産地市場は除く。）を経
由したものの数量割合(花きについては金額割合)の推計値。

◇卸売市場のシェアの推移（重量ベース、推計）
（億円） （2010の金額＝100とした場合の値）

６
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平成２９年３月 

全国農業協同組合連合会（ＪＡ全農） 

 

平成２９年１月以降、会員ＪＡとの組織協議を経て、３月２８日の第４９回臨時総代会で決定した、「農林水産業・地域の活力

創造プラン」に係る本会の対応は、以下の２点の観点から策定しました。 

○生産資材事業と販売事業におけるそれぞれの市場構造を再確認し、会員・組合員から支持され、かけがえのない存在（代わ

りのきかない存在）であり続ける組織の概要はどうあるべきか。

○農業分野のメインプレーヤーとして、今後の我が国農業の持続的な発展に資するために社会に向かってどのような働きかけ

方をすべきか。

主要事業の基本的考え方、実施具体策・年次計画は次のとおりです。 

１．販売事業（米穀・園芸） 

これまでの誰かに「売ってもらう」から「自ら売る」に転換する。 

米穀事業では、旧食糧管理法下の流通構造（全農が米卸業者に玄米を供給し、精米流通は米卸業者）と事業マインドが根

強く残っており、消費形態の変化や消費量の減少が続く飽和市場においては、最終実需である精米分野への進出が不可欠と

認識。 

園芸事業では、卸売市場の機能が無条件委託販売の価格形成・代金決済機能から広域の荷捌き機能やバイイングパワーに

対応した予約相対取引等の価格形成機能に移行しており、市場経由率は年々減少する実態にある。 

販売事業の新しい事業モデルとして、米卸業者や卸売市場経由主体の事業から、取引先への出資・業務提携やパートナー

市場の選別等をおこないながら、量販店や加工業者など実需者への直接販売を主体とした事業へ転換し、生産者の手取り 

  向上を目指す。 

「農林水産業・地域の活力創造プラン」に係る本会の対応 

（参考２）
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事業別実施具体策・年次計画（米穀） 

29年度 30年度 31年度～

１．目標（※）

（１）実需者への直接販売の拡大（28年度見込み：80万㌧）
　　　（実需者への販路を特定した販売を含む）
（２）買取販売の拡大（28年度見込み：22万㌧）

（１）100万㌧（47％）

（２）30万㌧（14％）

（１）125万㌧（62％）

（２）50万㌧（25％）

36年度（１）主食米取扱の90％

　　　（２）主食米取扱の70％

２．推進体制の整備
（１）エリア別（消費地・県域など）・実需者業態別（中食・外食業
　　者、加工業者、量販店など）の推進体制の整備

３．得意先リスト作成・
　販売推進 （１）米使用量の多い主要実需者（中食・外食業者、加工業者、量販

　　店など）を中心に推進先を設定
（２）推進先別に営業担当者を配置し推進実施（役員によるトップセ
　　ールス含む）
（３）上記推進に加え、実需者への安定的な販路を確立している米卸
　　業者・パール卸も活用し、安定的・効率的な販路構築

４．実需者・米卸業者
　との連携強化

（１）直接販売拡大に資する主要実需者や米卸業者との関係強化を目
　　的とした出資・業務提携推進・実施

５．直販関連インフラ
　の整備 （１）直接販売拡大に資する諸施設の整備

　　ア．広域集出荷施設
　　　　新設予定：４か所
　　イ．炊飯施設
　　　　炊飯事業者との資本・業務提携・工場新設等による事業拡大
　　ウ．精米工場
　　　　米卸との資本・業務提携、統廃合などによる工場再編

６．産地への販売情報
　フィードバックと安定
 的取引の拡大

（１）実需者推進結果をふまえ実需者ニーズ・取引条件を産地に提案

（２）事前契約（播種前・複数年契約）の仕組み変更（実施時期を
　　生産前年に早期化）による事前契約拡大

項目 具体策
年次計画

※目標は本会取扱数量に加えて、県連・県農協の直接販売・買取販売の数量を含む。

エリア・実需者業態別に

推進体制を構築

炊飯施設取得・精米工場再編など諸施設整備

設定した推進先への販売推進

実需者への安定的販路を確立している米卸業者・パール卸を活用した販路構築

実需者ニーズ・取引条件の提案（産地へのフィードバック）

事前契約の仕組み変更

（早期化）

事前契約の拡大

実需者・米卸業者への出資・業務提携推進

推進先の設定

広域集出荷施設 順次拡大

炊飯施設・精米工場のインフラ

整備案の策定
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事業別実施具体策・年次計画（園芸） 

29年度 30年度 31年度～

１．目標 （１）直接販売を全農取扱金額約１兆円の「過半」5,500億円をめざす。
　　ア．目標金額（28年度見込み：3,100億円）
　　イ．内、直販（28年度見込み：2,270億円）
　　ウ．内、予約相対取引（卸売市場経由）（28年度見込み：830億円）
（２）買取販売の順次拡大をめざす。（28年度見込み：2,270億円）
　　　現行の直販に加え、予約相対取引の買取販売への移行をめざす。

（１）直接販売
　　ア．3,200億円
　　イ．2,340億円
　　ウ．　860億円
（２）買取販売
　　　2,340億円＋α
　　（予約相対取引からの
　　移行分）

（１）直接販売
　　ア．3,300億円
　　イ．2,410億円
　　ウ．　890億円
（２）買取販売
　　　2,410億円＋α
　　（予約相対取引からの
　　移行分）

（１）直接販売（36年度）
　　ア．5,500億円
　　イ．3,500億円
　　ウ．2,000億円
（２）買取販売（36年度）
　　　5,500億円

２．推進体制の整備

（１）エリア別（消費地・県域など）・実需者業態別（中食・外食業者、
　　加工業者、量販店など）の要員体制の整備
（２）県域を越えたブロック域での共同営業の実施

３．得意先リスト作成・販
　売推進

（１）業態別ニーズ（中・外食業者、加工業者、量販店など）の把握と
　　推進先の設定
（２）推進先への提案型営業の実施
（３）中外食向けサプライヤーとの業務提携・出資、合弁会社の設立
（４）家計消費向けに輸入量の多い野菜の国産への転換

４．実需者・卸売市場との
　連携強化 （１）産地（ＪＡ）との品目別販売戦略の策定

（２）販売力があり戦略の共有できる「パートナー市場」の選別
（３）実需者・パートナー市場と連携した予約相対取引の推進
（４）予約相対取引拡大のための卸売会社向け出資

５．直販関連インフラ整備 （１）全農
　ア．広域集出荷施設の整備
　　　設置済：全国20か所
　　　設置予定：新規６か所（山形、福島、栃木、山口、徳島、福岡）
　イ．ブロック拠点の設置
　ウ．ＣＶＳベンダー・食品加工会社向け、一次・二次加工施設の新規
　　設置
（２）ＪＡ全農青果センター
　ア．新規営業拠点の設置と営業エリアの拡大
　イ．施設拡充（コールドチェーンや物流基地化等）による新規顧客の
　　囲い込み

６．産地への販売情報
　フィードバックと安定的
　取引の拡大

（１）生産振興対策の取組強化
　ア．実需者ニーズの産地へのフィードバックとニーズにもとづく
　　生産提案・契約栽培提案
　イ．加工・業務用重点５品目の契約栽培の推進（キャベツ、レタ
　　ス、ニンジン、タマネギ、ネギ類）
　ウ．農作業支援の取組強化

項目 具体策
年次計画

新規設置：４か所
新規設置：１か所（31年度）

以降、順次拡大

新規営業拠点の設置 営業エリアの順次拡大

新規設置：１か所

加工業務実需者への共同営業 取引先の順次拡大

ターゲット企業の選定

コールドチェーン化など施設の拡充 事業拡大

業務提携・出資の推進、合弁会社設立

加工メーカーとの連携強化

ニーズにもとづく提案型営業の実施

生産技術の確立、マーケットシェアの順次拡大

エリア別・業態別要員体制整備

品目別販売戦略の策定

パートナー市場の見直し パートナー市場への荷物の集中

品目別販売戦略の順次見直し

パートナー市場の選別

営業体制の強化 実需者ニーズのフィードバックと産地推進

加工・業務用重点5品目の順次拡大

支援マニュアルの作成 支援の順次拡大

実需者ニーズにもとづく生産提案の実施

ブロック拠点

一次・二次加工施設の設置
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２．生産資材事業（肥料） 

（１）系統肥料事業は、戦後の食料増産政策を肥料面から補完した肥料２法の“全国あまねく良質の肥料を供給する”という

事業モデルを基本的に継承。 

農家の減少や大規模化など生産現場の変化や栽培・施肥技術等の近代化・多様化に対応するには、この事業モデルでは

不十分と認識。 

新しい事業モデルとして、あらためて共同購入の実を上げるようシンプルな調達・供給ができる競争入札等を中心とす

る購買方式に抜本的に転換し、海外からの製品輸入の取扱いを含め、業界再編に資する資材価格引き下げにつながる改革

を不断に実行していく。 

（２）新事業モデル実施にともない行なう「価格と諸経費の区別請求」の事務は、肥料にとどまらず他の生産資材も含め 29年

度より順次実施。 

また、競争入札等の手法については、新事業モデル実施に先立ち実施するシミュレーションのなかで具体化する。 

※農薬、農業機械、段ボール、飼料については、実施具体策・年次計画のみ掲載 
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事業別実施具体策・年次計画（肥料） 

29年度

４－６月 ７－９月 10－12月 １－３月

共同購入による新たな購買
方式への転換

（１）受注・購入方式転換の生産者への周知
（２）事前予約注文を全農へ積み上げ
　　　30年春肥用肥料で開始
（３）予約数量をもとに、相見積り・入札など
　　により徹底比較して、最も有利な価格・工場
　　を決定
（４）予約注文にもとづく配送

１．生産者の事前予約注文を
　全農に積み上げる予約・受
　注方式への変更

事前予約注文を積み上げるために必要な条件整備
（１）ＷＥＢ受注システムの開発・導入

（２）ＪＡ未利用生産者への推進強化

２．事前予約注文をもとに
　最も有利な価格と購入先を
　決定する購入方式への変更

購入方式変更のための条件整備
（１）工場別製造・配送コストシミュレーション
（２）購入先の徹底比較

（３）従来の全国一律持込渡し価格を工場戸前渡し
　　　価格に変更
　　　　　（ＪＡ・工場間の距離に応じた工場戸前渡し価格の設定）

（４）価格と諸経費を区別して請求

３．銘柄集約 （まずは一般高度化成の約400銘柄を10程度に集約）

（１）県行政との施肥基準見直し・銘柄集約協議
　　　　（農政局ごとに会議を開催）

（２）ＪＡとの栽培暦・注文書の切替協議

（３）銘柄変更に係る生産者への周知

４．購買体制の効率化・
　スリム化

（１）上記の取り組みを通じて、機能統合、業務
　　の効率化をはかり、購買体制のスリム化をす
　　すめる。

30年度 31年度～
項目 具体策

年次計画

システム開発
運用開始／本格稼動

工場別製造・配送コスト

シミュレーション

ＪＡ栽培暦・注文書切替

モデルＪＡで試用

推進具体策策定 個別推進

組織討議

生産者周知

一般高度化成・ＮＫ化成が対象

要件定義

受注・購入

方式転換の

生産者への

周知

事前予約注

文を全農へ

積み上げ

最も有利な

価格・工場

を決定

予約注文に

もとづく

配送

購入先

徹底比較

県行政協議

新供給価格への移行

他の化成肥料に拡大

案作成 組織討議 合意できた地区から実施
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事業別実施具体策・年次計画（農薬・農業機械） 

農薬

29年度 30年度 31年度～

１．ジェネリック農薬に
　よる価格引き下げ

（１）ジェネリック農薬の共同開発を含む登録を
　　促進する。
　　（28年度：ジェネリック農薬協議会設立）

２．品目集約による価格
　引き下げ

（１）水稲除草剤を中心に品目を集約し、価格引き
　　下げを実現する。

３．農薬担い手直送規格
　による価格の引き下げ

（１）工場から生産者へ直送する大型規格の取り扱
　　いを強化する。

農業機械

29年度 30年度 31年度～

１．機能を絞った低価格
　モデル農機（大型トラ
　クター）の共同購入

（１）生産者モニターの意見を反映した「低価格
　　モデル農機（大型トラクター）」仕様を決定
　　し、メーカーに開発要求
　　　全国の生産者から積み上げた実オーダーを
　　もとに、相見積り・入札等により徹底比較し、
　　最も有利な条件で一括仕入れ

２.「所有」から「共同
　利用」への転換

（１）農機シェアリース（大型コンバインの共同利
　　用）の促進
（２）野菜作機械レンタル事業の拡大

３．農業者を支援する修理・
　アフターサービス体制の
　整備

（１）生産者によるセルフメンテナンスの促進や、
　　部品の共通化・規格統一等による機械の維持
　　コスト削減
（２）中古農機の流通促進（中古農機査定士育成・
　　インターネット活用）

（３）迅速な部品配送、修理・整備対応をおこな
　　う、アフターサービス体制の整備

項目 具体策
年次計画

項目 具体策
年次計画

開発剤の選定
ジェネリック農薬の開発

（販売開始：34年）

４万ha ８万ha 12万ha

ﾓﾆﾀｰ

活動
仕様

決定

ﾒｰｶｰへ

開発要求

提案先

ﾘｽﾄｱｯﾌﾟ

個別

説明

ﾒｰｶｰより

製品提案

実ｵｰﾀﾞｰの

積み上げ

各社比較し

一括仕入

全国集約

機種・クラスの拡大

10チーム（50経営体） 30チーム（200経営体） 50チーム（400経営体）

タマネギ・白ネギ用機械
対象作物を順次拡大

農機センター等を活用したセルフメンテナンス講習会の実施

査定士育成（累計500人） 査定士育成（累計600人） 査定士育成（累計700人）

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ活用による情報発信

ﾓﾃﾞﾙ地区（関東）での実証
エリアの拡大 全国展開

広域部品センターの整備、修理・整備施設の適正配置、技術担当者の育成

重点品目の絞り込み

現地試験等の実施

ＪＡ防除暦・注文書への掲載

供給



- 7 - 

事業別実施具体策・年次計画（段ボール・飼料） 

 

 

段ボール

29年度 30年度 31年度～

１．規格集約による
　段ボール価格の引
　き下げ

飼料

28年度 29年度 30年度 31年度～

１．製造・供給体制
　の合理化 （１）港湾・地域別の立地・老朽化の状況等を

　　ふまえた、くみあい飼料工場集約、および
　　他メーカーとの連携による飼料工場再編

（２）製造数量が月間10㌧以下の小ロット銘柄
　　（500銘柄）について、他銘柄への移行な
　　どをおこない、30年度までに約２割を削減

（３）原料の配合割合が固定化している銘柄に
　　ついて、栄養成分による指定への見直し

２．原料の調達力強化
（１）穀物需要が増加するアジア等への販売拡
　　大と米国・ブラジル等産地での調達力強化

（２）商社・商系メーカー等との飼料原料の共
　　同購買・共同物流の実施

（３）飼料メーカーにおける原料特性に応じた
　　調達先の多様化

項目 具体策
年次計画

項目 具体策

（１）全国指定野菜、および各地の主要青果物用段ボール箱を、輸送用
　　パレットサイズに最適な全国標準段ボール箱規格、県域での標準箱
　　規格へ集約

　　例：全国指定野菜の３品目（タマネギ、サトイモ、ピーマン）で量
　　　　目・輸送距離別の標準規格をＪＡ・部会等と協議・決定し、実
　　　　需を積み上げ
　　　　（31年度に1,300規格の３割程度を標準規格へ集約）

年次計画

全農グレインの船積能力増強

ブラジル穀物会社との提携検討

商社との共同購買・物流実施・拡大、

商系メーカー等との実施

取組継続、強化

西日本くみあい飼料

倉敷新工場の建設

商系メーカー等との受委託製造・工場再編の具体
的協議の実施、具体策の系統組織協議の実施、協
議が整ったものから具体化

調達先多様化の具体策検討、実施

生産者との意見交換・提案
必要に応じて試験を実施

倉敷新工場稼動
水島・神戸・坂出工

場の閉鎖

受委託製造・工場再編の具体化

生産者との意見交換・提案
必要に応じて試験の実施

取組継続、強化

取組継続、強化

取組継続、強化

取組継続、強化

標準規格

のＪＡ協

議

全国指定野菜、各地主要青果物を品目別

に、順次、左記のサイクルで集約
輸送試験

実施

実需積上にもと

づく価格決定、

発注

標準規格

の決定

※輸送効率向上のため、関係機関・団体による国内のパレット等の

規格統一促進も重要と認識
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３．輸出事業 

我が国の食料消費の減少が見通されるなかで、国内農業生産の維持のために不可欠な事業分野と認識。 

国内農業生産に直結するいちごなどの生鮮品の輸出について、輸出先国の検疫や為替リスクなどの阻害要因をひとつづつ

解決しながら、長期に安定した事業として確立するため、輸出事業に係る体制を整備し、相手国の輸入・消費動向等の徹底

した調査にもとづき、重点国・品目別の生産・輸送・販売体制の構築を目指す。 
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事業別実施具体策・年次計画（輸出） 

29年度 30年度 31年度

１．輸出拡大目標 全体金額
（内訳）
（１）牛肉
（２）米
（３）青果物
（４）豚肉
（５）乳製品
（６）鶏卵
（７）その他

全体金額：174億円
（内訳）
（１）牛　肉： 55億円
（２）　米　： 29億円
（３）青果物： 72億円
（４）豚　肉：1.5億円
（５）乳製品： ８億円
（６）鶏　卵：0.8億円
（７）その他： ８億円

全体金額：207億円
（内訳）
（１）牛　肉： 69億円
（２）　米　： 32億円
（３）青果物： 82億円
（４）豚　肉：2.5億円
（５）乳製品： 11億円
（６）鶏　卵：0.9億円
（７）その他： 10億円

全体金額：340億円
（内訳）
（１）牛　肉：130億円
（２）　米　： 45億円
（３）青果物：135億円
（４）豚　肉： ３億円
（５）乳製品： 14億円
（６）鶏　卵：1.2億円
（７）その他： 12億円

２．海外拠点整備
（１）設置済：シンガポール、ロンドン、アメリカ
（２）設置予定：香港、台湾、タイ、中国

３．生産戦略（産地づくり）
（１）米の輸出用産地（低コスト多収栽培）の育成

（２）青果の輸出用産地の開拓

（３）リレー出荷体制の整備（品目）

４．輸送戦略
（１）品質保持技術の実証と実用化
（２）共同物流による低コスト化

５．販売戦略の実践 （１）販売見込み先リストにもとづく営業強化
（２）販売機能強化のためパートナー企業との連携

６．新たな需要の掘り起こし （１）日本版イータリーの設置検討
　　（香港、米国における産直市場、小売店舗、料
　　　理教室など）
（２）ＣＩＡでの日本館設置

７．リテール分野への進出 （１）現地中食・小売企業との連携
　　（テイクアウト店舗、テナント展開など）
（２）直営レストラン
（３）Ｅコマース

８．日本版ＳＯＰＥＸＡ（仮
　称）との連携

（１）国内：マーケット・検疫情報の収集と産地へ
のフィードバック、販売戦略の共有化

（２）海外：現地での共同プロモーションと販売拡
大に向けた情報交換等

９．加工食品原料

（１）加工食品原料の国産への切替促進

項目 具体策
年次計画

現地調査・設立準備・設置

順次実用化試験輸送

国別輸出戦略にもとづき順次拡大

混載に向けた働きかけ・順次実施産地の輸送実態の把握

準備・順次事業開始調査

調査にもとづく設置検討 設置準備・順次設置

連携強化

品目・製造先リストアップ

リストにもとづく調査・順次営業開始

整備：柿・いちご

試験：ぶどう、もも

整備：ぶどう

試験：もも
整備：もも

３産地 ５産地（累計８産地） 10産地（累計18産地）

実証試験：10ＪＡ
実証試験：15ＪＡ

専用産地：５ＪＡ

実証試験：20ＪＡ

専用産地：10ＪＡ

※31年度目標は、検疫等輸出阻害

要因の緩和（70億）を含む

以 上 



○ 競争入札などにより、農業者にとって有利な生産資材メーカーから購入するスキームを明確化。

○ 中間流通を通すのではなく、消費者・実需者への農産物の直接販売を拡大していくスキームを
明確化。

① 農業者の立場に立つという役職員の意識改革
② 新たな事業スキームを実行し得る外部からの人材の登用
③ 新たな事業スキームに対応したスリムな組織体制の整備

１ 生産資材の購入

２ 農産物の販売

（参考３）全農の自己改革のフォローアップのポイント

３ 上記を実現するための取組み
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